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1．はじめに
　保存との両立を図りながら文化財の活用を推
進することで，地域の活性化や観光振興を促
し，保存と活用の好循環を目指す国の文化財政
策を背景とし，独立行政法人国立文化財機構本
部（東京国立博物館内）に文化財活用センター
（以下，当センター）が発足したのは，2018年7
月1日である（図1）。従って，今年は3年が経
過し，4年目を迎えたことになる。当センター
は，「文化財を1000年先，2000年先の未来に伝
えるために」をキャッチフレーズに，そのため
に，あらゆる地域，世代の人々が日本の文化財
に接し，身近な存在と感じるよう，次章に述べ
るような多岐に渡る活動を行っている。本稿で
はその一つである，“全国の文化財施設におけ
る保存環境向上に資するための活動”に焦点を
絞り，発足以来携わってきた立場からこれまで

を振り返り，またこれからのあり方について考
えるものである。

2．当センターの発足と活動
　当センターは，まず準備室が2018年4月1日
に立ち上がり，3ヶ月の準備期間を経て，正式
に発足した。センター長，副センター長のもと，
次に示す5つの担当部門がお互いに，また機構
内各組織，さらに地域の博物館や美術館等と連
携，協力しながら活動を行っている。

 1．	企画担当：文化財に親しむためのコンテ
ンツ開発とモデル事業の推進

 2．	貸与促進担当：国立博物館の所蔵品の貸
与促進とそれに関わる助言

 3．	デジタル資源担当：文化財のデジタル資
源化の推進と国内外への情報発信

 4．	保存担当：文化財の保存環境に関する相
談対応，助言，支援

 5．	総務担当：文化財活用センター全体に関
する事務およびファンドレイジング事業

　詳細については，当センターWEB（https://
cpcp.nich.go.jp/）やツイッター，またフェイス
ブックでも詳しく情報発信しているので，ぜひ
ともご覧頂きたい。

　保存担当は，全国の文化財施設における保存
環境向上に資することを使命とし，そのために
次に挙げる2つを活動の柱とし，それぞれに関
連する事業を展開している。

 ・	保存環境に関する相談対応と，改善のため図1　�現在の国立文化財機構組織図
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の調査協力・技術支援
 ・	保存環境管理に関する研修会等の企画運営

　次章以降では，年度を追って保存担当の活動
を振り返るが，ここで述べる事業は，筆者，ま
た多くの前任者が東京文化財研究所（以下，東
文研）保存科学研究センターで携わっていたも
のが移管され，その後，当センターにおいて随
時拡充したものである。

3．保存担当のこれまでの活動
3-1．2018年度
　当センター発足と同時に，保存担当では，文
化財保存環境に関する相談対応を開始し，電話
やメールでの対応に加え，当センターWEB内
に問い合わせフォームを開設した。当初の保存
担当は，課長（齊藤孝正・現東文研所長）と筆
者の2名で業務にあたっていたが，10月に事務
職員1名が，また，翌年1月には，それまで三
重県総合博物館で保存担当学芸員を務め，現場
での環境管理や生物被害対策に経験豊富な間渕
創が研究員として着任し，以降の本格的な業務
推進に向けての人的体制が確保された。
　2018年度（7月以降）に対応した保存環境に
関する相談件数は34件であり，内10件につい
ては，現地に赴き，必要な調査や改善への助言
を行った（図2）。また，新築や増改築を予定す
る施設担当者や設計・設備会社との，環境維持
の観点からの設計・設備等に関する対面協議も
19件について実施した。

3-2．2019年度
　2019年度は事業の本格化と拡充を図った。
前年度からの保存環境に関する相談対応等に加
え，「53条調査」と呼ぶ，博物館や美術館が企
画展等のために，他の所有者から国宝や重要文
化財を借用する際に必要な事前の環境調査が，
東文研から当センターへ業務が移管された。
「53条調査」という名称は，所有者以外による
文化財の公開について定めた文化財保護法第
53条に由来し，展示室，展示ケース内部，一
時保管場所の温湿度や空気環境の現状調査を行

い，借用する文化財を展示・保管する環境とし
ての適切さについて所見を示すものである。
　この年度の保存環境に関する相談対応は118
件，内15件は現地調査を行った。新築，増改
築に係る対面協議は16件，「53条調査」は55件
であった。
　また，「保存環境管理に関する研修会等の企
画運営」も始動し，1984年度から毎年東文研が
開催している「博物館・美術館等保存担当学芸
員研修」1）（以下，保存担当学芸員研修）を当セ
ンターとの共催として，7月8日～19日に実施
した。参加者は31名，日程の前半を当センター
の主担当として，展示・収蔵空間の温湿度や
空気環境，照明の管理，生物被害防止対策等に
ついて，講義や実習を通じて学んでいただいた
（図3）。また，他の文化財とは必要な環境条件
が大きく異なる写真資料の保存について，外部
講師を招いての講義を行った。後半は東文研に
より，文化財の科学調査や修復材料など，より

図2　収蔵庫の現地調査（空気環境調査）の様子

図3　保存担当学芸員研修の様子

文化財の虫菌害82号（2021年12月）



5

保存科学的な内容を扱った。
　さらに，当センターとしての新規事業とし
て，「保存環境調査・管理に関する講習会」を
開始した。この講習会は，毎回ひとつのテーマ
を取り上げ，高度かつ実践的な保存環境の調査
や管理について，共通理解と認識を深めること
を趣旨としたものである。保存学芸員研修が初
学者向けと位置付け，都道府県，政令指定都市
教育委員会を通じて，広く参加者を募集してい
るのに対し，本講習会は自然科学的知見を含め
て，高度な内容であるため，十分な実務経験を
有する保存専従の学芸員や，文化財保存の研究
者を当方でリストアップし，直接参加を呼びか
けるものである。2019年度は下記に示すよう
に，2回の講習会を開催し，それぞれ外部講師
による講義と実習を行った（図4）。

第1回　�「北川式検知管による空気環境調査と
評価」2019年7月31日（参加者18名）

第2回　�「資料保存用資材としての中性紙」2019
年12月12日（参加者17名）

3-3．2020年度
　2020年度は，これまでに確立した事業を軌
道に乗せつつ，さらなる充実への模索を行うべ
き年であったが，新型コロナウィルス感染症拡
大による大きな影響を受けた。
　4月7日に東京，神奈川，埼玉，千葉，大阪，
兵庫，福岡の7都府県，さらに4月16日には全
国に拡大された，政府による緊急事態宣言発出

に伴い，各都道府県から文化財施設にも休業要
請が出されたため，全国の施設が長期休館を余
儀なくされた。宣言解除後の再開にあたって
は，感染防止対策が必要となることから，問い
合わせに対応するため，4月23日付で文化庁よ
り発出された事務連絡「文化財所有者及び文化
財保存展示施設設置者におけるウィルス除去・
消毒作業に係る対応について」に基づき，感染
防止対策や消毒に関する相談窓口を，文化庁，
東文研，当センターの3者で開設し，共同して
対応することとなった2）。開設に先立ち，ウィ
ルスの性質や感染防止に関する情報を集め，保
存との両立を極力崩さないための，文化財施設
における対策の基本的な考え方をまとめ，3者
での共通認識とした3）。薬剤での消毒は，文化
財への影響を避けるため，やむを得ない場合に
限り，必要最小限とすること。従って，入館者
の健康確認，入館前の手指消毒とマスク着用，
3密（密集，密接，密閉）の回避，館内設備等
への接触を介した感染防止対策といった，行動
制限によるリスク軽減に重点を置くこと。これ
らを原則として，問い合わせ内容や施設の諸状
況を勘案し，対応することとした。窓口開設
以降，2021年3月末までに42件の問い合わせが
あったが（図5），その多くは感染防止対策その
ものについての考え方を知りたいというもので
あった。特に，換気については，温湿度環境の
乱れを生じる可能性があることから，慎重な検
討を行ったうえで回答を行った。図書館や文化
財建造物といった，資料や設備への接触頻度が

図5　�新型コロナウィルス対策相談窓口　月ごとの対
応件数
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図4　�第2回「保存環境調査・管理に関する講習会」
中性紙保存箱組み立て実習の様子

4年目を迎えた文化財活用センター保存担当の活動と課題 
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高い施設からの問い合わせに対しては，消毒方
法の提示を行う事例も少なくなかった。また，
問い合わせ対応と並行して，消毒薬剤の文化財
材質に与える影響についての具体的な検証にも
着手した4）。
　保存環境に関する相談件数は117件と，前年
度と同様であり，長期休館となっても保存管理
が止まることはないことを如実に表すもので
あった。逆に，休館を契機に本格的な資料整理
や設備メンテナンスを行うことにより，環境管
理上の問題を発見し，相談を寄せるという案件
も散見された。このうち，17件については現地
調査を行ったが，都道府県を跨ぐ移動を制限す
る自治体が多かったことから，主に首都圏の施
設に集中した。必要を認めながらも，現地調査
が叶わなかった案件が少なくなかったことは残
念であった。新築，増改築に係る対面協議は2
件に留まり，代替としてリモートや電子メール
による対応も少数であるが行った。また，「53
条調査」は特別展等の中止や延期が相次いだこ
とから，15件と例年と比べ，極めて少ない件数
であった。
　研修会等の開催是非は，東京都における非常
事態宣言発令の有無によることとなった。「保
存担当学芸員研修」は，例年とおりの7月だと，
当初予定されていた東京オリンピック直前から
開会式前後と時期が重なり，東京への移動や宿
泊施設の確保に支障が生じ，また，スポーツの
日などの祝日と重なる可能性があることから，
10月5日から15日の実施とした。幸いにも，
この期間は非常事態宣言が発令されなかったた
め，実施が叶ったが，感染対策のために，例年
よりも参加者を大幅に減らさざるを得なかった
（当初の参加予定者は21名であったが，4名が
辞退したため，最終的に17名の参加であった）。
「保存環境調査・管理に関する講習会」は，2020
年度は，当初年度の前後半期各1回の実施を目
指していたが，前半期については断念し，後半
期に1回，空気環境清浄化のための化学物質吸
着剤をテーマとして，2021年1月25日の実施と
定めて，参加者が決定し，準備を進めていたが，
これも緊急事態宣言の発令により無期延期を余

儀なくされた。また，前年度は9件の外部機関
からの依頼講演や講義に対応していたが，この
年度の予定はすべて中止となった。

3-4．2021年度
　本稿執筆時点で，保存環境に関する相談件
数は例年並みか，やや多くなっている。「53条
調査」もコロナ禍以前の件数に近づくと予想さ
れ，これは文化施設の規制が緩和されたこと
や，各施設における感染防止対策の確立，また
ワクチン接種率の増加により，企画展等開催の
目途が立ってきたためと考えられる。現地調査
に関しても，都道府県を跨ぐ移動制限の緩和な
どにより，前年度と比べると実施が容易となっ
た印象がある。
　「保存担当学芸員研修」は今年度より，当セ
ンター主催の「基礎コース」と東文研主催の
「上級コース」に分離し，それぞれ実施するこ
ととなった。「基礎コース」は，前年度まで当
センターが主担当として担っていた保存環境管
理の基礎的内容を踏襲した，初学者向け研修
として，学芸員等の参加機会を増やすため，同
一カリキュラムで年2回の開催とした。2021年
度は，8月2日～6日と1月17日～21日の予定で
あったが，8月は緊急事態宣言発出のため，止
む無く中止となり，1月の実施に向けて鋭意準
備中である。

4．まとめ，これからの課題
　ここまで，年度を追って当センター保存担当
の活動を振り返った。ここに記した多くの業務
は，東文研が担ってきたものであり，当セン
ターへの移管は少なからず混乱を招くことを懸
念していたが，様々な方法で周知を行ったこと
で，早い段階で落ち着いたことは幸いであっ
た。
　保存環境に関する相談対応，現地調査では，
相談内容に対して，東文研はじめ，研究機関等
による知見の蓄積をベースに回答や改善のため
の方針を提示しているが，新たに顕在化した問
題に対しては，その原因と対策について，当セ
ンターでも基礎的な調査を行う必要があると考

文化財の虫菌害82号（2021年12月）
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え徐々に着手している。一例として，展示ケー
ス内でアンモニアの気中濃度が高い事例が増え
ているが，内装に使用されているクロスが原因
である可能性を我々が指摘した5）。これについ
ては，今後も検証を続けていきたい。また，新
型コロナウィルスの影響は当面は続くと考えら
れることから，先に述べた消毒薬剤の文化財へ
の影響についても，引き続き検証が必要であろ
う。
　研修会や講習会については，今後はリモート
での開催も検討しなければならないと考えてい
る。ただし，「保存担当学芸員研修」について
は，実習を含む一定のカリキュラムで修了証を
発行していることや，参加者同士の地域を超え
た人的ネットワークが，受講以後の貴重な財産
であることから，対面に拘りたいという面もあ
る。
　最後に，第1章に記したとおり，当センター
は，あらゆる人々が文化財に接する機会を提供
することを目指すものである。であるからに
は，保存に関しても，その任に当たる学芸員な
どの専門家のみならず，一般の人々，これから
の文化財保存を担う学生や若い世代などにも

知っていただくための何らかの機会を，特に博
物館の外においても示さなければならないと感
じている。今これが我々に不足しており，今後
の最も大きな課題であろう。
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